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奈良県クリーニング事業者等エネルギー価格・物価高騰対策支援金交付要綱

（趣旨）

第１条 知事は、新型コロナウイルス感染症による影響に加え、クリーニン

グ事業にあってはエネルギー価格及び資材等の物価高騰、一般公衆浴場営

業にあっては電力価格の高騰を踏まえ、クリーニング事業者及び一般公衆

浴場営業者に対して、経営の安定化を図り、住民の健康確保の維持を図る

ため、予算の範囲内において、奈良県クリーニング事業者等エネルギー価

格・物価高騰対策支援金（以下「支援金」という。）を交付するものとし、

その交付に関しては、この要綱に定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。

（１）クリーニング事業者 次のいずれにも該当する者

ア クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第５条第１項の規

定による届出を行い、同法第５条の２の規定による構造設備の確認を

受けた施設（洗たく物の受取及び引渡のみを行うものを除く。）を営む

者であること。

イ 過去３年間においてクリーニング業法の違反に基づく行政処分を受

けていない者であること。

ウ クリーニング業法を遵守する意思がある者であること。

エ 法人にあっては役員、支配人及び支店又は営業所の代表者、個人に

あってはその者、支配人及び支店又は営業所の代表者（以下「役員等」

という。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法

律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に

規定する暴力団員をいう。以下同じ。）でないこと。

オ 役員等が暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以

下同じ。）又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でな

いこと。

（２）一般公衆浴場営業者 次のいずれにも該当する者

ア 公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第２条第１項の規定によ

る許可を受けて浴場業を営む者（市町村を除く。）であること。

イ 過去３年間において公衆浴場法の違反に基づく行政処分を受けてい

ない者であること。
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ウ 物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第４条の規定により指定

された統制額の範囲内で浴場業を営む者であること。

エ 地域住民の日常生活において、保健衛生上必要なものとして利用さ

れる浴場業を営む者であること。

オ 公衆浴場法を遵守する意思がある者であること。

カ 役員等が暴力団員でないこと。

キ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有す

る者でないこと。

（交付対象事業者）

第３条 支援金の交付を受けることのできる者は、クリーニング事業者又は

一般公衆浴場営業者（以下「交付対象者」という。）とする。

（交付対象事業）

第４条 支援金の交付の対象となる事業は、それぞれ次に掲げる事業とする。

（１）クリーニング事業者にあっては、クリーニング事業者が県内におい

てクリーニング所を営む事業とする。ただし、当該クリーニング所が

令和４年１２月１日時点で営業しており、今後もその営業を継続する

意思があるものに限る。

（２）一般公衆浴場営業者にあっては、一般公衆浴場営業者が県内におい

て公衆浴場を営む事業とする。ただし、当該公衆浴場が令和４年１２

月１日時点で営業しており、今後もその営業を継続する意思があるも

のに限る。

（支援金の額）

第５条 交付対象者に交付する支援金の額は、クリーニング事業者にあって

は営業する１クリーニング所当たり２０万円、一般公衆浴場営業者にあって

は営業する１公衆浴場当たり１０万円とする。

（支援金の交付の申請）

第６条 支援金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、奈

良県クリーニング事業者・一般公衆浴場営業者エネルギー価格等高騰対策支

援金交付申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類その他知事が必要と認め

る資料を添えて、知事が定める日までに、郵送その他知事が定める方法より

知事に申請しなければならない。

（１）クリーニング事業者にあっては、次に掲げる書類
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ア クリーニング所検査確認済証等のクリーニング業法第５条の２の

規定による構造設備の確認を受けたことを証する書類の写し

イ 宣誓・同意書（クリーニング事業者用）（第２号様式）

（２）一般公衆浴場営業者にあっては、次に掲げる書類

ア 許可指令書等の公衆浴場法第２条第１項の規定による許可を受け

たことを証する書類の写し

イ 宣誓・同意書（一般公衆浴場営業者用）（第３号様式）

（支援金の交付の決定等）

第７条 知事は、前条の規定による申請書の提出があった場合において適当

と認めるときは、支援金の交付を決定し、当該申請者に対し、書面により通

知するものとする。

２ 知事は、支援金の交付の目的を達成するため必要と認める場合には、必

要な条件を付するものとする。

（申請の取下げ）

第８条 前条第１項の規定による決定を受けた申請者（以下「交付決定者」

という。）は、支援金の交付の申請を取り下げようとするときは、同項の規

定による交付の決定を受けた日から１０日以内にその旨を記載した書面を知

事に提出しなければならない。

２ 前項に規定する申請の取下げがあったときは、当該申請に係る支援金の

交付の決定は、なかったものとみなす。

（廃業の報告）

第９条 交付決定者は、令和５年３月３１日までに支援金の交付の対象とな

った施設（第５条に規定するクリーニング所又は公衆浴場をいう。）の営業

を廃止しようとするときは、あらかじめ廃業報告書（第４号様式）により知

事に報告しなければならない。

（指示及び検査）

第１０条 知事は、交付決定者に対し、必要な指示をし、又は書類、帳簿等

の検査を行うことができる。

（支援金の交付）

第１１条 交付決定者は、支援金の交付を受けようとするときは、奈良県ク

リーニング事業者・一般公衆浴場営業者エネルギー価格等高騰対策支援金

請求書（第５号様式）を知事に提出しなければならない。
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２ 知事は、前項の規定に基づく請求を受けたときは、支援金を交付するも

のとする。

３ 前項の規定による支援金の交付は、金融機関の口座に振り込む方法によ

り行うものとする。

（交付決定の取消し）

第１２条 知事は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、支

援金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことできる。

（１） 第７条第２項の規定により知事が付けた条件に違反したとき。

（２） 第９条の規定による報告を受けたとき。

（３） 第１０条の規定による知事の指示に従わなかったとき又は検査を拒

み、忌避し、若しくは妨げたとき。

（４）支援金の交付決定後に、この要綱に定める要件を満たさないことが判

明したとき。

（５）偽りその他不正の手段により支援金の交付を受けたとき。

（支援金の返還）

第１３条 知事は、前条の規定により支援金の交付決定の全部又は一部を取

り消した場合において、既に支援金が交付されているときは、期限を定めて

当該支援金の返還を書面により命ずるものとする。

（加算金及び延滞金）

第１４条 交付決定者は、前条の規定により支援金の返還を命ぜられたとき

は、第１２条第２号に掲げる場合を除き、その命令に係る支援金の受領の日

から納付の日までの日数に応じ、年１０．９５パーセントの割合で計算した

加算金を県に納付しなければならない。

２ 交付決定者は、支援金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しな

かったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額

につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金を県に納付しなけれ

ばならない。

（受給権の譲渡又は担保の禁止）

第１５条 支援金の交付を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供することが

できない。

（支援金の経理等）

第１６条 交付決定者は、支援金に係る経理についての収支の事実を明確に
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した証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を支援金の交付決定があった

日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。

（その他）

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。

附 則

この要綱は、令和４年１２月２８日から施行する。


